
 

第１８６回国会（常会）提出予定法律案（国土交通省関係） 

 

国土交通省   総計 １１件（うち※ ６件、その他 ５件） 

予算 

関連 
件 名 要  旨 

国会提出 

予定時期 

※ 奄美群島振興開発特別措置

法及び小笠原諸島振興開発

特別措置法の一部を改正す

る法律案 

 奄美群島及び小笠原諸島の特殊事情に鑑

み、その基礎条件の改善並びに地理的及び自

然的特性に即した振興開発を図るため、奄美

群島振興開発特別措置法及び小笠原諸島振興

開発特別措置法の有効期限を平成 31 年３月

31日まで延長するとともに、交付金制度の創

設等の措置を講ずる。 
 

１月下旬 

 

※ 株式会社海外交通・都市開

発事業支援機構法案（仮称） 
 海外において交通事業又は都市開発事業を

行う者等に対し資金の供給、専門家の派遣そ

の他の支援を行うことを目的とする株式会社

海外交通・都市開発事業支援機構（仮称）に

関し、その設立、機関、財政上の措置等を定

める。 
 

２月上旬 

※ 港湾法の一部を改正する法

律案 

 

 

 国際戦略港湾の国際競争力を強化するた

め、国際戦略港湾の港湾運営会社が行う埠
ふ

頭

群の運営の事業に対し政府出資を可能とする

措置等を講ずるとともに、非常災害時におけ

る船舶の交通の確保に資するよう、特別特定

技術基準対象施設（仮称）の改良に係る無利

子貸付制度を創設する。 

２月上旬 

    

※ 

 

道路法等の一部を改正する

法律案 

 

 多様な資金の活用により高速道路の適正な

管理を図るため、道路の立体的区域の決定に

係る制度の拡充、インターチェンジの整備に

要する費用の貸付け制度の創設、高速道路の

料金の徴収期間の満了の日の変更等の所要の

措置を講ずる。 

 

２月中旬 



※ 都市再生特別措置法等の一

部を改正する法律案 

 住宅及び医療施設、福祉施設、商業施設そ

の他の居住に関連する施設の立地の適正化を

図るため、市町村による立地適正化計画（仮

称）の作成について定めるとともに、当該施

設についての容積率及び用途の制限の緩和等

の所要の措置を講ずる。 

 

２月中旬 

※ 地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律の一部を

改正する法律案 

 持続可能な地域公共交通網の形成に資する

地域公共交通の活性化及び再生を推進するた

め、市町村等による地域公共交通網形成計画

（仮称）の作成、同計画に定められた地域公

共交通再編事業（仮称）を実施するための地

域公共交通再編実施計画（仮称）の作成、同

計画が国土交通大臣の認定を受けた場合にお

ける同事業の実施に関する道路運送法等の特

例等について定める。 
 

２月中旬 

 海洋汚染等及び海上災害の

防止に関する法律の一部を

改正する法律案 

 二千四年の船舶のバラスト水及び沈殿物の

規制及び管理のための国際条約（仮称）の締

結に伴い、船舶からの有害水バラストの排出

の規制を行う等の所要の措置を講ずる。 
 

２月下旬 

 マンションの建替えの円滑

化等に関する法律の一部を

改正する法律案 

 地震に対する安全性が確保されていないマ

ンションの建替え等の円滑化を図るため、マ

ンション及びその敷地の売却を多数決により

行うことを可能とする制度を創設する等の所

要の措置を講ずる。 
 

２月下旬 

 建設業法等の一部を改正す

る法律案 

 建設業を取り巻く社会経済情勢の変化等に

鑑み、建設工事の適正な施工を確保するため、

暴力団員であること等を許可に係る欠格要件

及び取消事由に追加するとともに、公共工事

の入札に参加しようとする者に対し入札金額

の内訳の提出を義務付ける等の所要の措置を

講ずる。 
 
 
 

３月上旬 
 



 建築基準法の一部を改正す

る法律案 

 より合理的かつ実効的な建築規制制度を構

築するため、構造計算適合性判定の対象とな

る建築物の範囲の見直し、木造建築物に係る

制限の合理化、建築物等についての国の調査

権限の創設、容積率制限の合理化等の所要の

措置を講ずる。 

 

３月上旬 

 海岸法の一部を改正する法

律案 

 津波、高潮等に対する防災・減災対策を推

進するとともに、海岸管理をより適切なもの

とするため、減災機能を有する海岸保全施設

の整備の推進、海岸保全施設の適切な維持管

理の推進、水門等の操作規則等の策定、海岸

協力団体（仮称）制度の創設等の所要の措置

を講ずる。 

３月上旬 

 


